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吉野川市下水道事業地方公営企業法適用

支援業務公募型プロポーザル実施要領

１ 目 的

この要領は、吉野川市下水道事業に地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

を適用することにより、自らの経営・資産等を正確に把握し、下水道事業を将来にわ

たり安定的に継続していくため、法適用に係る業務を委託するに当たり、下水道事業

における地方公営企業法適用支援業務の受託実績のある民間事業者に対し、本業務に

、 、 （ 「 」 。）係る実施体制 実施方針 技術提案等に関する提案書 以下単に 提案書 という

の提出を求め、その能力及び内容を総合的に評価し、最も適切かつ円滑に本業務を実

施できる者を選定できるよう、公募型プロポーザル方式による手続きについて、必要

な事項を定めるものである。

２ 業務概要

(1) 委託業務名 吉野川市下水道事業地方公営企業法適用支援業務

(2) 業 務 内 容 吉野川市公共下水道事業、吉野川市特定環境保全公共下水道事業

及び吉野川市農業集落排水事業に対し、平成３０年４月１日から

地方公営企業法を全部適用するための支援業務

詳細については、別紙「提案仕様書」のとおり

(3) 履 行 期 間 契約締結の日から 平成３０年３月３１日まで

(4) 予算限度額 ４５，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む）

、 、 ， ， （ ）ただし 平成２７年度の限度額は １１ ０００ ０００円 同

とする。

３ 担当部署

吉野川市水道部経営企画課経営企画係（担当：中山、原井）

〒７７６－８６１１ 徳島県吉野川市鴨島町鴨島１１５番地１（東館１階）

電話：０８８３－２２－２２５９ ﾌｧｸｼﾐﾘ：０８８３－２２－２２５４

電子ﾒｰﾙ：suidou@city.yoshinogawa.lg.jp

４ 参加募集

(1) 吉野川市ホームページ（ http://www.city.yoshinogawa.lg.jp/ ）において公表

する。

(2) 市役所及び各支所の掲示場において公告する。

５ 選定方法

(1) 公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という ）による。。

(2) 吉野川市役所内に選定委員会を設置し、１次審査及び２次審査を行う。



- 2 -

６ 参加資格要件

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている単体企業で

なければならない。

(1) 会社に関すること

ア 本公告前日において、平成２６・２７年度吉野川市測量・建設コンサルタン

ト業務に係る入札に参加する資格又は平成２７・２８年度吉野川市物品の購入

等の契約に係る入札に参加する資格を有していること。

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令

第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む ）の規定に該当しない。

こと。

ウ 本公告日から契約締結日までの間、本市から指名停止の措置を受けていない

こと。

エ 自社又は自社の役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定

する暴力団員及びそれらの利益となる活動を行っている者でないこと。受託予

定者となった場合には、必要に応じて別に定める誓約書、役員名簿の提出及び

、 。当該役員について警察当局に照会することについて あらかじめ承諾すること

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく再生手続開始、民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始又は破産法（平成１６

年法律第７５号）に基づく破産の申し立てをし、又は申し立てがなされている

者及びこれらの手続中である者でないこと。

(2) 資格・実績に関すること

ア 個人情報保護マネジメントシステム（プライバシーマーク ：ＪＩＳＱ１５）

００１又は情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ ：ＩＳＯ／Ｉ）

ＥＣ２７００１／ＪＩＳＱ２７００１の認証を取得していること。

イ 地方公共団体が発注した下水道事業地方公営企業法適用支援業務（固定資産

調査・評価業務及び法適用に向けた一連の業務）の全部又は一部を元請けとし

て受注し、過去５年間（平成２２年４月１日から平成２７年３月３１日までの

間）において、これを完了した実績を有すること。

ウ 本業務においては、管理技術者、担当技術者及び照査技術者を各１名以上配

置することとし、配置予定技術者の要件は次のとおりとする。

(ｱ) 業務を管理統括する管理技術者は、下水道事業地方公営企業法適用に係る

固定資産調査・評価業務及び法適用に向けた一連の業務の実績を有する者で

あること。

(ｲ) 管理技術者、担当技術者、照査技術者の中で１名以上は、技術士（総合技

術監理部門－下水道）又は技術士（上下水道部門－下水道）の資格を有する

者であること。

(ｳ) 照査技術者は、管理技術者と同一の者が兼務することはできない。



- 3 -

７ プロポーザルの日程（予定）

公告日
参加表明書受付開始

（ ）提案書受け付け開始 平成２７年 ８月３１日 月
質問書受け付け開始
下水道台帳、長寿命化計画等資料の閲覧開始

参加表明書受付期限
（ ）下水道台帳、長寿命化計画等資料の閲覧期限 平成２７年 ９月１１日 金

質問書受付期限

（ ）質問回答期限 平成２７年 ９月１５日 火

（ ）提案書の提出期限 平成２７年 ９月２５日 金

１次審査（書類審査）結果の通知
（ ）２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）の通知 平成２７年 ９月２８日 月

（ ）２次審査の実施 平成２７年１０月 ５日 月

２次審査結果の通知 平成２７年１０月中旬

契約締結 平成２７年１０月下旬

８ 参加表明書の提出

(1) 参加表明書の提出は、以下による。

ア 提出部数 様式１ （Ａ４版）に必要事項を記入の上、１部提出する。

イ 提出場所 に同じ３ 担当部署

ウ 提出期限 平成２７年９月１１日（金）午後５時まで

エ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限り、提出期限日必着のこと ）。

９ 資料等の閲覧

本公告日から９月１１日（金）までの間、担当部署の隣課において資料等を閲覧す

ることができる。ただし、土曜日、日曜日及び祝日（以下「休日」という ）を除く。

平日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間とする。

閲覧に当たっては、前もって担当部署へ連絡の上、日程調整すること。

閲覧の対象となる資料等は、下水道台帳、処理場等施設の設備に係る長寿命化計画

及び公共下水道事業の地理情報システムとする。
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10 質問及び回答方法

質問及び回答については、以下のとおりとする。なお、評価内容に関する質問は、

一切受け付けない。

(1) 質問がある場合は、 様式１２ に質問事項を記載の上、９月１１日（金）まで

に、電子メールにより担当部署へ送信すること。

メールの件名は「吉野川市下水道事業地方公営企業法適用支援業務プロポーザル

質問（会社名 」とすること。なお、電子メールを送信した場合は、必ず電話にて）

送信した旨を連絡すること。

(2) 質問に対する回答は、質問回答書により参加表明をした者全員へ電子メールで９

月１５日（火）までに、質問者の会社名等を伏せた上で回答する。なお、電子メー

ル受信後には受信確認のメールを返信すること。

11 提案書の作成・提出について

提案書については、７ページ以降の「提案書作成要領」に基づき作成し、９月２５

日（金）午後５時までに、担当部署へ提出すること。

12 プロポーザルの辞退

参加表明書又は提案書の提出後に、本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、辞

退理由等を記載した辞退届（任意様式）を担当部署へ持参又は郵送すること。

なお、本プロポーザルを辞退した者は、これを理由として以後に不利益な扱いを受

けるものではない。

13 １次審査（書類審査）

(1) 提出された提案書について、選定委員会による書類審査を実施する。

(2) １次審査は、下記の評価項目ごとに審査し、全選定委員の合計点数の高い上位５

者程度を１次審査通過者とする。

(3) 同一の点数が２者以上となった場合は、見積額が低い者を上位とする。

(4) １次審査の結果は、全ての提案者に対し書面により通知する。なお、審査結果に

対する異議申立てや審査に関する資料開示については、一切受け付けない。

評価項目 評価の着目点 配点

企業の評価 同種業務の実績があり、本業務を確実に遂行できるかを評価 １５点

する。

実施体制 配置予定技術者について、本業務に適した資格、業務実績、 ５０点

手持ち業務等を評価する。

提案内容 業務工程計画、業務実施方針及び業務実施内容について評価 １５点

する。

合 計 ８０点
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14 ２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）

(1) ２次審査の実施に関する詳細については、１次審査通過者に対し書面により通知

する。２次審査には、管理技術者は必ず出席すること。

(2) ２次審査ではプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、下記の評価項目ごと

に審査する。２次審査の合計点数に１次審査の合計点数と価格の評価点を加えた総

合計点数が最も高い提案者を受託予定者として特定するものとする。

(3) 同一の最高点数が２者以上となった場合は、見積額が最も低い者を受託予定者と

する。

(4) ２次審査の順番は、提案書の受付順とする。

(5) ２次審査の結果は、採用した提案書の提案者に対し提案書採用通知を、採用され

、 。なかった提案書の提案者に対し提案書不採用通知を それぞれ書面により通知する

(6) 不採用通知を受けた者は、通知した日から起算して７日（休日を含まない ）以。

内に、書面により不採用理由について説明を求めることができる。なお、審査結果

に対する異議申立てや審査に関する資料開示については、一切受け付けない。

(7) 上記(5)の不採用理由は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して

１０日以内（休日を含む ）に、書面により回答する。。

評価項目 評価の着目点 配点

業務工程計画 計画に無理・無駄がなく、履行期限内に十分完了できる工程 １０点

であるか評価する。

業務実施方針 本業務を遂行するための方針が具体的で、かつ、適切である １０点

か評価する。

業務実施内容 実施方針が本市の実情に応じた適切な内容であるか評価す ６０点

る。

プレゼンテー 本業務の理解度、取組意欲、協調性のほか説得力、独自性、

ション及びヒ 柔軟性などを総合的に評価する。 ４０点

アリング

合 計 １２０点

価格 価格の評価点＝配点×（最低見積額÷見積額） ５０点

15 契約の締結等

受託予定者と発注する業務の内容について協議し、その内容が確定したときは、必

要に応じて提案書及び提案仕様書の内容を訂正、追加、削除した上で、１ページの２

(4)で示した予算限度額内で契約金額を決定する。その後、当該受託予定者を受託者

として決定し、契約を締結するものとする。

ただし、受託予定者が参加資格要件を満たさなくなったとき、辞退したとき、その

他の理由で契約協議が成立しなかったときは、２次審査の結果が次順位の者を新たに

受託予定者として発注する業務の内容について協議を行うものとする。
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16 その他

(1) 無効となる参加表明書及び提案書

参加表明書又は提案書が次の条件の一つに該当する場合には無効となることが

ある。なお、無効となった時は、その時点でプロポーザルの参加資格を失う。

ア 提出方法、提出場所及び提出期限に適合しないもの

イ 作成要領に指定する作成様式及び記載上の留意事項に示した条件に適合しな

いもの

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの

エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの（下記(9)を除く）

オ 虚偽の内容が記載されているもの

カ 審査結果に影響を与える工作等、不当な行為が行われたもの

キ その他、選定委員会が不適格と認めるもの

(2) プロポーザルに要する費用

本プロポーザルに要する費用の全ては、提案者の負担とする。

(3) 提出期限以降における提案書の差し替え及び再提出は、原則認めない。

(4) 提案書に記載した配置予定の技術者は、病休、死亡、退職等極めて特別な場合を

除き、プロポーザル期間中及び受注後においても変更することができない。

(5) 提出された書類は、選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成すること

がある。

(6) 提出された参加表明書及び提案書は返却しない。なお、提出された提案書は選定

以外に提案者に無断で使用しない。

(7) 提出された提案書に係る著作権は、第三者に帰属するものを除き、それぞれの提

。 、 、案者に帰属するものとする なお 提案書の中で第三者の著作物を使用する場合は

著作権法に認められた場合を除き、第三者の承諾を得ること。第三者の著作物の使

用に関する責は、使用した提案者に帰するものとする。

(8) 提案書に虚偽の記載をした場合には、提案書を無効にするとともに、虚偽の記載

をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。

(9) 別紙「提案仕様書」に記載のない事項であっても、提案者の判断により本業務に

必要と思われる業務がある場合は、積極的に提案すること。ただし、これに係る経

費を含めて予算限度額内であること。

(10) 提案書の採用後、次に掲げる事項を公表するものとする。

ア 業務名

イ 提案書を採用した日及びその理由

ウ 受託予定者の氏名及び住所並びに次順位の者の氏名及び住所

(11) 吉野川市は、選定された提案書の内容に拘束されない。

(12) この要領に定めるもののほか、必要な事項については選定委員会が別に定める。
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提案書作成要領

１ 提案書作成上の留意事項

本プロポーザルは、吉野川市下水道事業に地方公営企業法を適用するための具体的

な取組方法について提案を求めるものである。この要領において記載した事項以外の

内容を含む提案書については、提案を無効とする場合があるので注意すること。ただ

し、実施要領６ページの16(9)を除く。

２ 提出書類一覧

様 式 用紙サイズ 提出部数標 題

提案書（表紙） 様式 ２ Ａ４

会社の概要 様式 ３ Ａ４ 正本：１ 部

資格・実績に関する書類 任意 任意

同種業務実績 様式 ４ Ａ４

正本：１ 部業務担当者一覧 様式 ５ Ａ４

副本：６ 部管理技術者の業務実績等 様式 ６ Ａ４

（副本はプレゼンテー担当技術者の業務実績等 様式 ７ Ａ４
ション用に会社名を伏
せたもの）照査技術者の業務実績等 様式 ８ Ａ４

業務工程計画 様式 ９ Ａ４又はＡ３

業務実施方針 様式１０ Ａ４又はＡ３

業務実施内容 様式１１ Ａ４又はＡ３

見積書及び積算内訳書 任意 任意

３ 書類作成の注意事項

(1) 提案書（表紙） 様式２ 及びその添付資料 様式３～１１ は、別添の様式に

基づき作成する。

(2) 用紙は片面印刷とする。

(3) 印刷はカラーとしてもよい。

(4) 文字の大きさは、原則１０．５ポイント以上とする。

(5) 実施要領２ページの６(2)ア、イ及びウ(ｲ)に記載した参加資格要件については、

プライバシーマーク、ＩＳＭＳの登録証、委託契約書、業務完了承認書、資格登録

証明書等、資格・実績について確認可能な書類（コピー可）を提出すること。

(6) 様式４～１１ を順番に左側２か所ホチキス綴りとし、Ａ４版で２０ページ以

内とする。なお、背表紙及びファイル等を付加したものは不可とする。
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(7) 各様式に記載する業務実績等は以下の業務とする。

ア 同種業務とは、地方公共団体が発注した下水道事業の地方公営企業法適用に

伴う資産調査、資産評価及び法適用に向けた一連の業務（公営企業会計システ

ムの構築を除く ）とする。。

イ 同種業務が記入最大件数に満たない場合は、残りは空欄とする。

４ 提案書の提出

(1) 提案書の提出は以下による。

ア 提出部数 前ページの による。２ 提出書類一覧

イ 提出場所 吉野川市水道部経営企画課経営企画係

〒776-8611 徳島県吉野川市鴨島町鴨島１１５番地１

電 話：０８８３－２２－２２５９

ﾌｧｸｼﾐﾘ：０８８３－２２－２２５４

ウ 提出期限 平成２７年９月２５日（金）午後５時まで

エ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限り、提出期限日必着のこと ）。

(2) その他

ア 要求した内容以外の書類については、受理しない。ただし、実施要領６ペー

ジの16(9)を除く。

イ 提出書類は、返却しない。

ウ 提出書類において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準

時及び計量法によるものとする。

エ 提出書類について、この作成要領で示した条件に適合しない場合は無効とす

ることがある。

５ 各様式の記載内容等

(1) 様式２ 提案書（表紙）

提出者について記載し、押印すること。

(2) 様式３ 会社の概要

。 、 。貴社の概要について記載すること また 特記事項がある場合は記載すること

(3) 様式４ 同種業務実績

地方公共団体が発注した下水道事業地方公営企業法適用支援業務（固定資産調

査・評価業務及び法適用に向けた一連の業務）の全部又は一部を貴社が元請けと

して受注し、過去５年間（平成２２年４月１日から平成２７年３月３１日まで）

において、これを完了した実績について、契約年度が新しいものから順に記載す

ること。件数が多い場合は、用紙をコピーすること。

地方公共団体単位で記載すること。同一地方公共団体から年度を分けて受注し

た場合は、これを１件として記載すること。

適用範囲の欄には、法適用が全部か一部かを記載すること。

(4) 様式５ 業務担当者一覧

業務担当者の氏名、フリガナ及び所属する部署の所在地（市町村まで）を記載
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すること。

(5) 様式６～８ 管理技術者、担当技術者及び照査技術者の業務実績等

ア 所属・役職の欄には、会社名は記載しないこと。

イ 記載する資格は、本業務の遂行に有益なものは全て記載すること。

ウ 平成２２年４月以降の同種業務の実績が６件以上ある場合は、契約年度が

古いものから順に５件記載するとともに、総件数を記載すること。

エ 手持業務の状況の欄には、提案書の提出日現在における手持業務（本業務

と同種のものに限らず、契約予定のものも含む ）について記載すること。。

手持業務が４件以上ある場合は、契約金額の大きい順に３件記載するととも

に、全ての手持業務の総契約金額と総件数を記載すること。

オ 立場の欄には、管理技術者、担当技術者、照査技術者を記載すること。

カ 同種業務の実績及び手持業務の状況に関しては、委託契約書、業務完了承

認書のコピーの提出は不要であること。

(6) 様式９ 業務工程計画

本業務の執行に当たり、履行期限までの各年度ごとの工程表を記載すること。

、 、 「 」レイアウトは自由とし 枠等は特に設けなくてもよいが 標題 業務工程計画

は記載すること。

(7) 様式１０ 業務実施方針

提案仕様書に基づき、本業務の実施方針について記載すること。

、 、 「 」レイアウトは自由とし 枠等は特に設けなくてもよいが 標題 業務実施方針

は記載すること。

(8) 様式１１ 業務実施内容

提案仕様書に基づき、本業務の実施内容について記載すること。

、 、 「 」レイアウトは自由とし 枠等は特に設けなくてもよいが 標題 業務実施内容

は記載するとともに、本業務遂行の実施体制図も記載すること。

(9) 様式９～１１ （共通）

業務工程計画、業務実施方針及び業務実施内容については、Ａ３版を用いても

可とするが、この場合、Ａ３版１枚をＡ４版２枚として換算し、作成要領７ペー

ジの３(6)で示した制限枚数を超えないこと。片袖折りした上で綴り込むこと。

(10) 見積書及び積算内訳書

本業務の履行期間である平成２７年度から平成２９年度までの各年度の業務内

容及び見積額を記載すること。一式計上はしないこと。

、 、 （ （ ）あわせて 上記見積書とは別に 固定資産台帳システム 提案仕様書の７ ２

を参照）構築後に必要となる次の業務の見積書を提出すること。

①１年間に管きょが５キロメートル延長した場合のデータ更新及び下水道台帳製

本（1/1000）の見積額

②固定資産台帳システムの保守点検業務を３年間の長期継続契約で実施する場合

の見積額

見積額は、消費税及び地方消費税相当額を抜いた額とすること。

見積書及び積算内訳書は、 様式４～１１ に綴り込まず、別冊とすること。
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副本は、プレゼンテーション用に会社名を記載しないこと。


